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上   場   会   社   名    日本工営株式会社 上場取引所　東証
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問合せ先  責任者役職名 経理部長

　　　　　　  氏　　        名　　　　横田　信行 TEL (03) 3238 - 8040
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 20日

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年  3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （注）記載の金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 62,835 △ 7.8 323 △ 89.3 725 △ 76.9

13年  3月期 68,150 △ 1.0 3,019 △ 16.5 3,145 △ 14.5

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 152 △ 91.6 1.77 － 0.3 0.9 1.2

13年  3月期 1,802 △ 10.6 20.10 － 3.7 3.7 4.6

(注)①持分法投資損益 14年  3月期             － 　百万円          13年  3月期              － 　百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年  3月期    85,829,681 株　　　13年  3月期    89,691,049 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 78,980 47,716 60.4 556.08

13年  3月期 83,247 48,639 58.4 566.66

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  3月期    85,834,962 株　　　13年  3月期    85,834,962 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 △ 2,005 △ 2,572 453 9,709

13年  3月期 3,409 1,238 △ 5,320 13,584

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  7　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　0　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）1　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 17,500 △ 3,600 △ 2,250

通　　期 56,000 50 50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   0 円 58 銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。
　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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１．企 業 集 団 の 状 況 
 当社の企業集団は、当社、子会社16社および関連会社 2社の合計 18社で構成され、建設コンサ
ルタント事業および電力エンジニアリング事業を主な事業の内容とし、その他サービス等の事業活

動を展開しております。 
 日本工営グループ各社の事業に係る位置付けは次のとおりであります。 
 
［建設コンサルタント事業］  
 当社は、水資源総合開発、電源開発、農業開発、交通・運輸、都市・地域開発、自然と生活の

環境整備等に関する調査、計画、評価、設計、工事監理、運営指導などの総合建設コンサルタン

ト事業を行っております。連結子会社では、㈱コーエイ総合研究所は主として海外における地域

開発、社会開発に関する調査、研究、企画等のコンサルティング業務を行っており、㈱ネプコは

国内において土砂災害の予知、予防、対策に関する設計、施工業務等を行っております。 
 また、非連結子会社では、㈱デジタルサービスインターナショナル（平成 13年 8月29日付で
設立）がコンピュータによる土木設計サービスを、㈱エル・コーエイが国内において、英国工営

㈱が海外において、Ｐ．T ．INDOKOEI  INTERNATIONAL がインドネシアで、VIETCONSULT 

INTERNATIONAL CORP．がベトナムで、THAIKOEI  INTERNATIONAL CO．，LTD ．がタイでそれぞれ

建設コンサルタント事業を行っております。関連会社ではPHILKOEI  INTERNATIONAL，INC．がフ

ィリピンにおいて建設コンサルタント事業を行っております。 
  建設コンサルタント事業を主な事業とする連結子会社は 2社、非連結子会社は 6社、関連会社
は 1社の合計 9社となります。 

 
［電力エンジニアリング事業］ 
 電力機器・装置事業においては、当社はコンピュータ関連制御システムをはじめ水力発電機等

の電力関連機器、電子機器・装置等の販売を行っております。連結子会社では、日本工営パワー・

ーシステムズ㈱（平成13年 12月 1日付で㈱日本工営横浜事業所から商号変更）は上記機器・装

置の製造を、アスク電機㈱（当期より連結子会社に変更）が変圧器の附属設備等の販売を、㈱コ

ーエイテックは、製品の据付工事を行っております。また、㈱コーエイシステムは、主として電

力装置に関連したソフトウェアの開発を行っております。非連結子会社では、日本エスドゥエム

㈱は、制御装置付き磁気軸受けの技術を利用した機械、装置などの製造および販売を行っており

ます。関連会社では、㈱フレクセス（平成 14年 2月5日付でオリックス㈱と共同設立）が、電
気、熱などのエネルギー効率改善を目的とした調査等を始めました。 
 電力等工事事業においては、当社は発・送・変・配電工事、土木工事等の電力設備に関連する

各種工事の設計施工を行っており、施工の一部は非連結子会社の㈱テクノエンジが行っておりま

す。 
 電力エンジニアリング事業を主な事業とする連結子会社は 4社、非連結子会社は2社、関連会
社 1社の合計 7社となります。 
  

 
［その他の事業］  
 当社は、不動産賃貸事業を行っております。連結子会社では、㈱ニッキ・コーポレーションが、不

動産の賃貸・管理業務、保険代理業等のサービス事業を行っており、㈱コーエイシステムは、

移動体通信関連機器のソフトウェアの開発、販売およびコンピュータシステム関係技術者の派遣

事業を行っております。また、㈱コーエイ総合研究所は教育、研修事業および出版事業を行って

おります。 
 非連結子会社では、㈱エル・コーエイが一般労働者派遣事業を、NIPPON  KOEI  AUSTRALIA  PTY．

L T D ．がオーストラリアで開発事業に対する投資を行っております。 
 その他の事業を主な事業とする連結子会社は 1社、非連結子会社は 1社となります。 
                                      以 上 
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※2．当期より連結子会社となりました。

※1．平成13年12月1日付で㈱日本工営横浜事業所から商
号変更いたしました。

連結子会社
　㈱ネプコ

非連結子会社
　㈱エル・コーエイ

連結子会社
　㈱コーエイ総合研究所

非連結子会社
　英国工営㈱
　㈱デジタルサービスインターナショナル
  P.T.INDOKOEI INTERNATIONAL
　VIETCONSULT INTERNATIONAL CORP.
　THAIKOEI INTERNATIONAL CO.,LTD.
　
関連会社
　PHILKOEI INTERNATIONAL,INC.

非連結子会社
　㈱テクノエンジ

連結子会社
　㈱ニッキ・コーポレーション

非連結子会社
　NIPPON KOEI AUSTRALIA PTY.LTD.
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２．経 営 方 針 

（１）経営の基本方針 

当社の事業の柱は技術であり、「誠意を持ってことにあたり、技術を軸に社会に貢献する」

を経営理念としております。当社は、技術のプロフェッショナル集団であるという誇りと自覚

を持ち、優れた技術を提供するため、先端技術による高度で社会に有用な技術開発に挑戦し、

顧客の良き技術パートナーとなるように心がけるとともに、今後とも技術の研鑚に励み、顧客

の信頼に応え得る技術力を備え、豊かな国土と明るい社会づくりに尽力してまいります。 
また、今後とも株主の利益と顧客の満足度を高める企業活動を継続するとともに、企業情報

を積極的かつ公正に適時開示するように心がけてまいります。 
 

（２）利益配分に関する基本方針 

当社は株主に対する配当は基本的には企業収益に対応して決定すべきものと考えます。しか

し、公共性の高い業種に携わる当社にとりましては、業績の向上と経営基盤の安定を図り将来

にわたって株主利益を確保するために、企業体質の強化や積極的な事業展開に必要な内部留保

は不可欠であります。以上の観点から、当面は安定的な配当を継続したうえで業績等を勘案し

つつ、株主への利益還元の充実に努めることを基本方針としております。当期の株主配当金に

つきましては、1株につき7円 50銭とさせていただく予定であります。 

内部留保につきましては、事業領域の拡大に伴う新規事業および事業施設拡充に向けた投

資のほか今後予想される受注競争の激化に耐え得る企業体質の一層の強化等に充当してまい

ります。 

なお、当社は中間配当制度を採用しておりません。 
 

（３）投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 

株式市場において適正株価が形成されるためには、株式の流動性が向上し、投資家の皆様

がより投資しやすい環境を整えることが必要であると認識しております。投資単位の引き下

げにつきましては、当社は業績、今後の株価動向、費用等を総合的に勘案して慎重に対処し

たいと考えております。 
 

（４）中・長期的な経営戦略 

当社は、平成14年度までの中期経営計画を策定のうえ推進しておりますが、この期間は公

共事業投資、公益事業投資の減少傾向が予想される環境下で如何に利益を確保するかが当社

の課題となり、この課題に対処するために、事業領域の拡大、収益構造の改革、将来の躍進

に備える積極的な投資を行うこととし、以下の施策に取り組んでおります。 
①事業領域の拡大：国際機関、外国政府の自己資金による開発事業ならびに民間資金

による事業分野の受注確保、ESCO事業（エネルギーサービス事業）、分散電源設備供

給事業、土壌浄化・地下水汚染対策・ダイオキシン除去などの環境エンジニアリン

グ事業、構造物の維持管理の効率化に寄与するリニューアル事業、CM（建設マネジ

メント）事業、IT（情報技術）関連事業など新規事業の開拓、保有資産の活用によ

る収益事業（管財事業）の推進 
②情報化への対応：ITを核とした事業の企画・推進、建設 CALS／EC（生産・調達・運
用支援統合情報システムおよび電子商取引）の進展に伴う情報基盤の整備等 

③技術力の強化：技術・知識の共有システムの構築、ISO（国際標準化機構）の規格に

則った品質管理の徹底等 

④リスク管理の強化：事業特性に応じたリスク管理体制の整備、企業倫理規範の策定

などによるコンプライアンス経営の徹底 
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⑤間接部門の効率化：IT技術を活用した基幹システムの導入等  
 

（５）会社の経営管理組織の整備等に関する施策 

当社は従来より全社的な組織として独禁法会議、環境会議、安全協議会を置き、独禁法遵守、

環境保全、安全管理に重点的に取り組んでまいりましたが、昨年5月にリスクマネジメントの

一環として経営理念に基づく企業行動指針を制定したのを機に、リスク管理体制の整備を行い

ました。新体制は代表取締役で構成する企業行動会議を新設し、その下部組織として上記会議

等をリスク管理委員会他の 4委員会に再編成したもので、この新体制を通じてコンプライアン

ス経営の徹底とリスク管理の強化を図っております。なお、この7月から弁護士をリスク管理

委員会の委員として招聘し、法律専門家の立場から適宜助言を受ける体制とするとともに、業

務監査を行う社長直属の組織を新設し、内部監査の徹底を図る予定であります。 

以 上 
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３．経営成績及び財政状態 

（１）経営成績 

当期におけるわが国経済は、民間設備投資や個人消費の低迷とともにデフレが進行し雇用情

勢も悪化するなど、景気は後退色を強め深刻な状況で推移しました。 

日本工営グループの事業を取り巻く経営環境は、国内建設コンサルタント事業におきまして

は、公共事業見直しによる公共投資の抑制や発注単価の切下げ、景気低迷による民間設備投資

の減少により、厳しい状況が続きました。国際建設コンサルタント事業ではわが国の ODA（政

府開発援助）予算削減や円借款案件における供与手続の遅延などもあり、厳しい状況におかれ

ました。 

電力機器・装置事業および電力等工事事業におきましては、電力需要の伸び悩みや電力小売

市場自由化を背景に、経営効率化を推進する電力会社が設備投資圧縮やコストダウン施策をさ

らに加速したことにより、受注競争が一段と激化し、極めて厳しい状況が続きました。 

このような状況のもとで日本工営グループは、収益構造の改革に重点を置き、価格競争力を

強化するため原価削減の徹底や固定費の抑制などの施策を講じるとともに、営業体制を強化し

て民間事業や新規分野への積極的な参入を図るなど受注の確保に努めてまいりました。また、

エネルギー、リニューアル、環境、情報などの新分野を中心に事業領域の拡大に向けた積極的

な施策を講じてまいりました。 

しかしながら、当期の連結受注高は前期比 2．8％減の 627 億 2千 2百万円、不動産賃貸な

どのその他事業を含めた売上高につきましても前期比7.8％減の628億 3千5百万円となりま

した。 

収益面につきましても、売上高の減少により経常利益は前期比 76.9％減の 7億 2 千 5百万

円、当期純利益も前期比91.6％減の1億 5千 2百万円を計上するにとどまりました。 

当社の配当金につきましては、前述の経営方針の項目にも記載いたしましたとおり、1 株に

つき7円 50銭とさせていただく予定であります。 

 

事業別の概況は次のとおりであります。 

 

［国内建設コンサルタント事業］ 

同事業は、営業および消化体制の効率化を進め収益性の回復を図るとともに、地方の営業拠

点を整備して受注の確保に努めました。しかしながら、橋梁、空港や公共事業のIT（情報技術）

化支援の分野では受注が増加し、PFI（民間資金による社会資本整備）関連分野でも前期を上

まわる所期の受注を獲得しましたが、建設投資全体の減少が影響し、同事業の受注高は前期比

9．1％減の 276億 7千 5百万円となり、売上高につきましても前期比5．3％減の 287億 6千
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4百万円となりました。 

［国際建設コンサルタント事業］ 

同事業は、事業体制を整備し、新市場の開拓、新分野への進出などにより受注の拡大に努め

ました。その結果、交通運輸や農業・灌漑の分野で受注が減少しましたが、水資源開発や都市・

地域開発の分野で受注が増加したため、受注高は前期を上まわりました。なお、ODA以外の大

型案件としてリビアにおいて同国政府の自己資金による大規模送水路設計案件の受注に成功

したことは、当期の特筆すべき事項であります。 

以上の結果、同事業の受注高は前期比2．1％増の 176億 5 千 7 百万円となりましたが、売

上高につきましては前期比2．7％減の162億 2千 9百万円となりました。 

［電力機器・装置事業］ 

同事業は、事業量が減少する状況においても収益を確保するため、徹底した原価削減を継続

するとともに新規顧客の獲得、新分野への進出などにより受注の確保に努めました。同事業に

おきましては、主な顧客である電力会社の変電所等が次世代の制御システムへ移行する準備時

期にあたるためコンピュータ関連制御システムの受注が減少しましたが、水力発電機器やダム

管理システムを含む計測制御機器の受注が増加し、同事業の受注高は前期比 15．7％増の 135

億 3千 6百万円となりましたが、売上高につきましては前期比 15．8％減の 114億 9 百万円

となりました。 

［電力等工事事業］ 

同事業は、一般事業会社が所有する発電施設修理などの受注実績を着実に重ねているものの、

主力分野である電力会社の設備投資削減による影響を受け変電工事および発・変電所の施設改

修や機器据付に関する土木工事の受注が減少したため、同事業の受注高は前期比 26．3％減の

33億 9百万円となり、売上高につきましても前期比 16．1％減の 52 億 7千 1百万円となりま

した。 

 

不動産賃貸事業、ソフトウェアの開発・販売を中心とするその他の事業の売上高は、前期比8．

2％減の 11億 5千 9百万円となりました。 

今後の経営環境は、日本工営グループの経営に大きな影響を及ぼす公共投資、ODA ならびに

電力設備投資の予算がそれぞれ削減され、既存市場の規模の縮小は避けられない見通しで、一

段と厳しさを増すものと予想されます。 

このような状況下にあって、日本工営グループとしては、事業領域の拡充・転換を図り事業

体制を再編成して受注量を確保するとともに、コスト削減をはじめとする徹底した収益体質の

改善に努め、採算性の回復を図ることが引き続き最優先課題となっております。 

この課題に対処するため、国内建設コンサルタント事業においては、地方拠点の強化拡充を
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図るとともに、安全・防災、環境、公共事業のIT化支援分野、PFIやCM（建設マネジメント）

事業等成長が期待できる分野で積極的な営業活動を展開し受注量の確保に努めます。また、新

事業領域である水質・土壌浄化等の環境修復事業および構造物や施設のリニューアル・維持管

理事業分野では、本年４月に関係部署を結集して当社に新設した社会環境エンジニアリング事

業部が、当社独自の総合技術力と中央研究所での研究開発成果を活用してトータルソリューシ

ョン型の事業を展開し、市場開拓に注力してまいります。 

国際建設コンサルタント事業では鉄道、環境、都市開発、IT分野等の成長分野に技術要員を

重点的に投入してわが国ODA事業でのシェア拡大を図るとともに、世界銀行、アジア開発銀行

などの国際機関および外国政府の自己資金による開発案件等の事業で受注を拡大し、削減の予

想されるわが国ODA事業に係る受注量を補完する所存であります。 

近年事業環境の急激な変化により事業量の減少が著しい電力機器・装置事業および電力等工

事事業におきましては、事業の再編成を段階的に進めてまいりましたが、省エネルギー関連の

新事業領域として開拓に取り組んできたESCO事業（エネルギーサービス事業）および分散型電

源設備供給事業分野、さらには電力関連の監視制御技術を応用した情報通信分野の育成・拡大

を図って受注量の確保に努めます。なお、ESCO事業につきましては、事業拡大を促進する目的

で合弁による新会社を設立し、活動を開始しております。また、流通設備関連工事など既存事

業分野では変動費・固定費の一層の削減や他社との提携により競争力を強化して、事業量の減

少を最小限にとどめる所存であります。 

一方、日本工営グループの競争力の源泉は技術の優位性にあるとの認識に基づき、厳しい事

業環境ではありますが、当社中央研究所における技術開発を引き続き強化・推進してまいりま

す。中央研究所では実務との距離を一段と縮め、「研究事業所」的色彩を強め事業の維持・拡大

を支援する体制を４月よりスタートさせております。 

収益面では、賃金制度の改訂による固定費の抑制、目標管理による原価削減の徹底、成長分

野への技術要員のシフトなどによる事業体制の効率化をさらに徹底するとともに、基幹情報シ

ステムの再構築による間接業務の抜本的見直し、保有資産の有効活用による収益事業の推進な

ど経営全般にわたる省力化・合理化を推進し、全社をあげて収益性の回復に最善を尽くす所存

であります。 

なお、体系的に技術の高度化を図る人材育成システムや国際品質保証規格であるISO9001の

運用に取り組んでおり、技術力の強化と品質管理の徹底を図って、顧客に対する信頼性を高め

るとともにコンプライアンス経営の徹底にも注力してまいります。 

当社は関係会社を含めた日本工営グループの長期的な発展に努めておりますが、その一環と

して子会社の㈱日本工営横浜事業所は社名を日本工営パワー・システムズ㈱と改め、本年2月

より生産拠点を福島県の須賀川市に移し操業を開始しております。 
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次期の連結業績見通しにつきましては、公共投資の抑制および電力会社の設備投資圧縮は依

然として続き厳しい状況にあると予測されます。また、平成14年 4月 30日に刑法違反の疑い

で当社社員が逮捕される事態が生じ、事態の推移によっては、業績の低下が懸念されます。こ

のため、連結売上高で前期比約1割減を見込み560億円とし、経常利益、当期純利益共に 5千

万円と致しました。 

配当金につきましては、安定配当の観点から 1株につき 7円 50 銭とさせていただく予定で

あります。 

 

（２）財政状態 

当期は当社子会社である日本工営パワー・システムズ（株）が、福島県須賀川市に建設した

新事業所建設関連の設備投資等により、有形固定資産は前期比19億 4千 7百万円増加し、222

億 1千 7百万円となりました。 

一方、売上高の減少に伴い、売上債権が減少したほか、余剰資金の有価証券の売却および保

有有価証券の評価減の増加等により、期末総資産は前期比42億 6千 6百万円減少し、789億 8

千万円となりました。 

この結果、有利子負債は前期比13億 1千 9百万円増加し、93億5千9百万円となりました。 

また、株主資本は前期比９億２千３百万円減少し、477億 1千 6百万円となりましたが、株

主資本比率は前期比 2.0％改善し、60.4％となりました。 

 

キャッシュ・フローの状況については、営業活動によるキャッシュ・フローは当期純利益の

大幅な減少に関連して、20億 5百万円の支出（前期比 54億 1千 4 百万円の収入減）、投資活

動によるキャッシュ・フローは上記日本工営パワー・システムズ（株）の新事業所建設関連等

により 25億 7千2百万円の支出（前期比 38億 1千万円の支出増）、財務活動によるキャッシ

ュ・フローは長期借入による収入が、配当金等の支払いを上回ったため、4億 5千 3百万円の

収入（前期比 57億 7千 4百万円の収入増）となりました。また、新たに連結した子会社の期

首残高 2億 7千 5百万円を含めて、現金及び現金同等物の当期末残高は前期末に比べ 38億 7

千 5百万円減少し、97億 9百万円となりました。 

 

 以 上 
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４．連 結 財 務 諸 表 等 
（１）連 結 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円）

増 減 金 額

金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％

流　動　資　産

現 金 及 び 預 金 6,985 6,197 788

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 26,102 27,177 △ 1,075

有 価 証 券 3,329 8,324 △ 4,995

た な 卸 資 産 4,765 6,149 △ 1,384

繰 延 税 金 資 産 623 519 104

そ の 他 1,479 861 617

貸 倒 引 当 金 △ 15 △ 21 6

流  動  資  産  合  計 43,270 54.8 49,209 59.1 △ 5,938

固　定　資　産

　有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物 14,831 14,399 431

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 2,527 2,175 351

土 地 11,362 11,449 △ 86

建 設 仮 勘 定 652 67 585

そ の 他 2,193 2,006 187

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,349 △ 9,827 477

有 形 固 定 資 産 計 22,217 28.1 20,270 24.3 1,947

　無 形 固 定 資 産

借 地 権 85 89 △ 3

そ の 他 548 478 69

無 形 固 定 資 産 計 634 0.8 568 0.7 65

　投資その他の資産  

投 資 有 価 証 券 8,766 9,562 △ 796

長 期 貸 付 金 1,004 1,155 △ 151

繰 延 税 金 資 産 1,256 512 744

そ の 他 1,909 2,029 △ 119

貸 倒 引 当 金 △ 78 △ 60 △ 18

投資その他の資産　計 12,858 16.3 13,199 15.9 △ 340

固  定  資  産  合  計 35,709 45.2 34,037 40.9 1,672

資 産 合 計 78,980 100.0 83,247 100.0 △ 4,266

   

（ 資 産 の 部 ）

期 別

科         目

(平成１３年 ３月３１日現在)

前 期
(平成１４年 ３月３１日現在)

当 期



10 

 

  
（単位：百万円）

増 減 金 額

金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％

流　動　負　債

 支払手形及び買掛金 7,265 9,166 △ 1,901

 短 期 借 入 金 1,661 1,560 101

 未 払 法 人 税 等 660 1,120 △ 459

前 受 金 3,024 4,804 △ 1,779

賞 与 引 当 金 1,798 1,774 23

そ の 他 3,779 3,594 185

流  動  負  債  合  計 18,190 23.0 22,020 26.4 △ 3,829

 

固　定　負　債

社 債 5,000 5,000 ―

長 期 借 入 金 2,698 1,480 1,218

 退 職 給 付 引 当 金 1,248 1,871 △ 622

 役員退職慰労引当金 339 413 △ 74

 長 期 預 り 保 証 金 2,536 2,526 9

 固  定  負  債  合  計 11,822 15.0 11,292 13.6 530

 負 債 合 計 30,013 38.0 33,312 40.0 △ 3,299

少 数 株 主 持 分 1,251 1.6 1,295 1.6 △ 44

資  　本  　金 7,393 9.4 7,393 8.9 ―

資 本 準 備 金 6,071 7.7 6,071 7.3 ―

連 結 剰 余 金 35,650 45.1 36,019 43.2 △ 369

その他有価証券評価差額金 △ 1,109 △ 1.4 △ 562 △ 0.7 △ 546

計 48,006 60.8 48,922 58.7 △ 916

自  己  株  式 △ 7△ 0.0 △ 0△ 0.0 △ 7

子会社の所有する親会社株式 △ 282 △ 0.4 △ 282 △ 0.3 ―

資 本 合 計 47,716 60.4 48,639 58.4 △ 923

負債、少数株主持分及び資本合計 78,980 100.0 83,247 100.0 △ 4,266

（ 負 債 の 部 ）

（ 少 数 株 主 持 分 ）

(平成１４年 ３月３１日現在) (平成１３年 ３月３１日現在)

期 別

科         目

（ 資 本 の 部 ）

当 期 前 期



11 

 

（２）連　 結 　損 　益　 計　 算　 書

（単位　百万円）

増減金額 対前期比

金    額 百分比 金    額 百分比
　  ％  ％  ％

62,835 100.0 68,150 100.0 △ 5,315 92.2
49,980 79.5 52,843 77.5 △ 2,863 94.6
12,855 20.5 15,307 22.5 △ 2,451 84.0
12,531 19.9 12,287 18.0 243 102.0
323 0.5 3,019 4.4 △ 2,695 10.7

　 　 　 　 　
360 389 △ 28
92 195 △ 103
115 ― 115
158 283 △ 125
727 1.2 869 1.3 △ 141 83.7

　 　 　  
146 472 △ 326
56 ― 56
122 269 △ 147
325 0.5 742 1.1 △ 417 43.8
725 1.2 3,145 4.6 △ 2,420 23.1

　  
42 68 △ 25
415 313 102
19 ― 19
4 81 △ 76
545 545 0
1,028 1.6 1,009 1.5 19 101.9

 
105 132 △ 27
481 274 206
54 46 8
235 301 △ 65
233 ― 233
4 53 △ 48
― 56 △ 56
135 ― 135
1,250 2.0 864 1.3 385 144.6
503 0.8 3,290 4.8 △ 2,786 15.3
795 1.3 1,301 1.9 △ 505 61.1
△ 465 △ 0.7 129 0.2 △ 594
20 0.0 56 0.1 △ 35 36.5
152 0.2 1,802 2.6 △ 1,650 8.4
   

為 替 差 益

退職給付会計基準変更時差異

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額

少 数 株 主 利 益

受 取 配 当 金

法 人 税 等 調 整 額

有 価 証 券 売 却 損
そ の 他

計

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税

前 期 損 益 修 正 損
固 定 資 産 処 分 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損
子会社事業所移転費用

当 期 純 利 益

そ の 他
計

特 別 利 益
前 期 損 益 修 正 益
固 定 資 産 売 却 益

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

計

そ の 他

営 業 外 費 用
計

支 払 利 息

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

平成13年 4月 1日

当　　　　期

平成14年 3月31日 平成13年 3月31日
平成12年 4月 1日

売 上 高

前　　　　期
　　　　　　　　　　　　　期　　　　　別
　
　科　　 　　目

受 取 利 息

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

経 常 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益
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（３）連 結 剰 余 金 計 算 書

（単位： 百万円）

   

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高  36,019  36,023

 

Ⅱ 連 結 剰 余 金 増 加 高     

1.連結子会社増加に伴う剰余金増加高 401 401 ― ―

Ⅲ 連 結 剰 余 金 減 少 高   

1.株 主 配 当 金 862 681

2.取 締 役 賞 与 金 60 50

3.自 己 株 式 消 却 ― 922 1,074 1,805

 

Ⅳ 当 期 純 利 益  152 1,802

Ⅴ 連 結 剰 余 金 期 末 残 高  35,650 36,019

  

前　　　　　　　　期

自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日

期 別

科     目

当　　　　　　　　期

自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日
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Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 503 3,290

減 価 償 却 費 980 1,062
有 価 証 券 売 却 益 （△ ）・売 却 損 56 △ 52
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 19 －
投 資 有 価 証 券 売 却 損 54 46
投 資 有 価 証 券 評 価 損 235 301
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 4 53
そ の 他 投 資 評 価 損 48 －
固 定 資 産 売 却 益 △ 415 △ 313
固 定 資 産 処 分 損 476 228
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 ・減 少 （△ ）額 10 △ 20
賞 与 引 当 金 の 増 加 額 23 11
退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額 △ 622 △ 669
役員退職慰労引当金の増加額・減少（△）額 △ 75 52
受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 △ 453 △ 585
支 払 利 息 146 472
為 替 差 益 （ △ ） ・ 為 替 差 損 △ 3 6
売 上 債 権 の 減 少 額 1,267 158
た な 卸 資 産 の 減 少 額 1,384 1,533
そ の 他 資 産 の 増 加 （△ ）額 ・減 少 額 △ 348 75

仕 入 債 務 の 減 少 額 △ 2,139 △ 692
未 払 消 費 税 等 の 減 少 額 △ 60 △ 173
役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 60 △ 50
そ の 他 負 債 の 増 加 額 ・減 少 （△ ）額 △ 1,988 82

小　　　計 △ 994 4,819
利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額 394 585
利 息 の 支 払 額 △ 146 △ 472
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,258 △ 1,522

　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 2,005 3,409

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー
定 期 預 金 の 純 減 少 額 － 7

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 988 △ 12,480
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 1,587 15,942

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2,923 △ 3,738

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 546 341
無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 227 △ 85

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,093 △ 805

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 450 2,109
貸 付 に よ る 支 出 △ 265 △ 102

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 286 148
そ の 他 投 資 の 増 加 （△ ）額 ・減 少 額 55 △ 99

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,572 1,238

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 － △ 600

長 期 借 入 に よ る 収 入 1,580 2,000
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 260 △ 260

社 債 の 発 行 に よ る 収 入 － 5,000

転 換 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 － △ 9,736
自 己 株 式 の 消 却 に よ る 支 出 － △ 1,074

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 7 －
少 数 株 主 か ら の 払 込 に よ る 収 入 － 28

配 当 金 の 支 払 額 △ 859 △ 678

　財務活動によるキャッシュ・フロー 453 △ 5,320
△ 25 △ 6

△ 4,150 △ 678

13,584 14,262
Ⅶ  新 規 連 結 に 伴 う現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 275 －

9,709 13,584

　（４）連 結 キ ャ ッ シ ュ ･  フ ロ ー 計 算 書

金 　　 　 　額 金 　　 　 　額

当　　　　　期
自　平成13年 4月  1日
至　平成14年 3月31日

前　　　　　期
自　平成12年 4月  1日
至　平成13年 3月31日

（単位：百万円）

Ⅵ  現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高

Ⅷ  現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

期 別

科　　　目

Ⅳ  現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額

Ⅴ  現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社数 ７社  

連結子会社名は「１．企業集団の状況」に記載のとおりであります。 

なお、新規連結子会社のアスク電機（株）については、平成13年４月に（株）日本工

営横浜事業所（現 日本工営パワー・システムズ（株））より営業の一部譲渡を受け重

要性が増加したため、当期より連結子会社に含めております。 

（２）非連結子会社名 

非連結子会社名は「１．企業集団の状況」に記載のとおりであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び

剰余金（持分に見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用会社数 ０社 

（２）持分法非適用の主要な非連結子会社名 

非連結子会社はすべて持分法の適用から除外しております。非連結子会社名は「１．企

業集団の状況」に記載のとおりであります。 

 持分法非適用の関連会社名 PHILKOEI INTERNATIONAL, INC. 

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ連結純損益及び連結剰余金に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外し

ております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結財務諸表提出会社と同じであります。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

     時価のないもの 移動平均法による原価法 

 ②デリバティブ 時価法 
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 ③たな卸資産  

   仕掛品 個別法による原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ①有形固定資産 定率法 

  ただし、賃貸用東松山店舗（建物・構築物・機械装置）およ

び平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   建物及び構築物   3～50年 

   機械装置及び運搬具 2～15年 

 ②無形固定資産 定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

（３）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 ②賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

 ③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上しております。なお、会計基準変

更時差異（2,773百万円）については、主として、５年によ

る按分額を収益処理しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15年）による定額法により翌期から費

用処理しております。 

 ④役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規則に基づ

く当期末要支給額を計上しております。 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

（５）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リー
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ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

（６）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基

づいて作成しております 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に満期日または償還期限の到来する定期預金及び短期投資からなっ

ております。 
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（注 記 事 項） 

１．連結貸借対照表関係 

 

当  期  末 
(平成14年3月31日現在) 

前  期  末 
(平成13年３月31日現在) 

 １．非連結子会社および関連会社に対する投資有価

証券（株式）の額は次のとおりであります。 

 406百万円 

 １．非連結子会および関連会社に対する投資有価証

券（株式）の額は次のとおりであります。 

382百万円 

 ２．下記の資産を、長期預り保証金2,394百万円の担

保に供しております。 

   (簿価による) 

建物 1,893百万円

構築物 120 

土地 217 

計 2,230 
 

 ２．下記の資産を、長期預り保証金2,394百万円の担

保に供しております。 

   (簿価による) 

建物 1,974百万円

構築物 131 

土地 217 

計 2,322 
 

 ３．保証債務 

非連結子会社である日本エスドゥエム（株）の

為替先物取引3百万円に対し、債務保証を行って

おります。 

 ３．     ――――― 

 ４．受取手形裏書譲渡高 

22百万円 

 ４．受取手形裏書譲渡高 

30百万円 

 ５．一株当たり純資産額 

556.08円 

 ５．一株当たり純資産額 

566.66円 

 ６．期末日満期手形の会計処理については、当期末

日は金融機関の休日でありましたが、満期日に

決済されたものとして処理しております。当期

末日の満期手形は次のとおりであります。 

受取手形 19百万円

支払手形 226 
 

 ６．期末日満期手形の会計処理については、当期末

日は金融機関の休日でありましたが、満期日に

決済されたものとして処理しております。当期

末日の満期手形は次のとおりであります。 

 

支払手形 191百万円 
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２．連結損益計算書関係 

 

当     期 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

前     期 
(自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日) 

 １．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目およ

び金額は次のとおりであります。 

従業員給料手当 3,974百万円

賞与引当金繰入額 465 

退職給付費用 264 

役員退職慰労引当金繰入額 98 
 

 １．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目およ

び金額は次のとおりであります。 

従業員給料手当 4,008百万円

地代家賃 1,038 

通信交通費 988 

委託費 937 
 

 ２．研究開発費 

販売費及び一般管理費並びに当期製造費用に含ま

れる研究開発費の総額は、653百万円であります。

 ２．研究開発費 

販売費及び一般管理費並びに当期製造費用に含

まれる研究開発費の総額は、464百万円でありま

す。 

 ３．一株当たりの当期純利益     1.77円  ３．一株当たりの当期純利益    20.10円 

 
３．連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 

当     期 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

前     期 
(自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(平成14年3月31日現在) 

現金預金勘定 6,985百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△ 122 

償還期間が３ヶ月以
内の投資信託 2,845 

現金及び現金同等物 9,709 

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(平成13年３月31日現在) 

現金預金勘定 6,197百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△ 122 

償還期間が３ヶ月以
内の投資信託 7,508 

現金及び現金同等物 13,584 
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 セ グ メ ン ト 情 報 
 

１．事業の種類別

  当　　期（自 平成１３年 ４月 １日 至平成１４年 ３月３１日）

（単位：百万円）
国内建設
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
事業

国際建設
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
事業

電力機
器･装置
事業

電力等工
事事業

その他の
事業 計

消去又は
全社 連結

Ⅰ．売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 28,764 16,229 11,409 5,271 1,159 62,835 － 62,835

(2)ｾｸ゙ ﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 － － 211 1,564 525 2,302 (2,302) －

計 28,764 16,229 11,621 6,836 1,684 65,137 (2,302) 62,835

営業費用 27,811 15,828 12,167 6,776 1,235 63,819 (1,308) 62,511

営業利益 953 401 △ 546 60 448 1,317 (994) 323

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出

資　　　産 17,384 8,951 11,694 1,978 5,987 45,996 32,984 78,980

減価償却費 85 28 276 57 191 641 339 980

資本的支出 66 47 2,313 2 504 2,934 715 3,650

  前　　期（自 平成１２年 ４月 １日 至平成１３年 ３月３１日）

（単位：百万円）

国内建設
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
事業

国際建設
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
事業

電力機
器･装置
事業

電力等工
事事業

その他の
事業 計

消去又は
全社 連結

Ⅰ．売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 30,364 16,682 13,555 6,285 1,263 68,150 － 68,150

(2)ｾｸ゙ ﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 69 － 365 1,333 523 2,292 (2,292) －

計 30,433 16,682 13,921 7,618 1,786 70,442 (2,292) 68,150

営業費用 29,042 15,522 13,498 7,222 1,398 66,684 (1,552) 65,131

営業利益 1,390 1,160 422 396 388 3,758 (739) 3,019

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出

資　　　産 18,363 8,088 9,406 3,463 6,639 45,961 37,285 83,247

減価償却費 90 26 267 78 228 691 333 1,024

資本的支出 70 30 1,476 12 34 1,624 2,215 3,839

（注）１.事業区分の方法

   各事業区分は主に以下の内容から成り立っております。

   国内建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ事業…日本国内の建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ事業

   国際建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ事業…日本国外の建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ事業

   電力機器･装置事業  …水車発電機、ｼｽﾃﾑ制御機器、変圧器等の製作販売

   電力等工事事業     …変電、送電等の工事

２.資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前期39,358百万円、当期36,059百万円であります。

   その主なものは、当社の余資運用資金(現金・預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)等であります。

２．所在地別

　当期（自 平成１３年 ４月 １日 至平成１４年 ３月３１日）及び前期（自 平成１２年 ４月 １日 至平成１３年 ３月３１日）

当連結会社は日本に所在するため、所在地別ｾｸ゙ ﾒﾝﾄ情報の開示に該当しません。
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３．海外売上高

  当　　期（自 平成１３年 ４月 １日 至平成１４年 ３月３１日）

（単位：百万円）

ｱｼ゙ ｱ 中近東 ｱﾌﾘｶ 中南米 その他 計

Ⅰ．海外売上高 12,387 477 1,664 1,376 175 16,082

 

Ⅱ．連結売上高 62,835

  

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 19.7 0.8 2.6 2.2 0.3 25.6

 

  前　　期（自 平成１２年 ４月 １日 至平成１３年 ３月３１日）

（単位：百万円）

ｱｼ゙ ｱ 中近東 ｱﾌﾘｶ 中南米 その他 計

Ⅰ．海外売上高 12,257 525 2,357 1,240 311 16,692

 

Ⅱ．連結売上高 68,150

  

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 18.0 0.8 3.5 1.8 0.5 24.5

 

（注）１．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２．国又は地域の区分の方法および各地域に属する主な国又は地域

　(1)国又は地域の区分の方法 地理的近接度によります。

　(2)各区分に属する主な国又は地域 アジア：インドネシア、ベトナム、フィリピン

中近東：イラン、トルコ

アフリカ：ケニア、チュニジア、タンザニア

中南米：エルサルバドル、ペルー、グアテマラ

その他：パプアニューギニア、パラオ
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１.　

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

その他 36 27 9 その他 37 16 20 

合計 1,421 823 597 合計 1,508 797 711 

２.　 １ 年 内 314 百万円 １ 年 内 343 百万円

１ 年 超 305 １ 年 超 392

合 計 620 合 計 735

３.　

　　　　支払リース料 420 百万円 442 百万円

　　　　減価償却費相当額 393 412

　　　　支払利息相当額 26 29

４.　

５.　 利息相当額の算定方法

車両
運搬具

1,262 674 587 

同左

同左

車両
運搬具

工具器
具・備品

193 105 87 

1,191 690 501 

前　　　　　　　　　期

（自　平成１２年　４月　１日

   至　平成１３年　３月３１日）

　リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によっており
ます。

208 105 103 

（自　平成１３年　４月　１日

   至　平成１４年　３月３１日）

工具器
具・備品

　リース料相当額とリース物件の取
得価額相当額との差額を利息相当額
とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

リ　ー　ス　取　引

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

期末残高
相当額

当　　　　　　　　　期

減価償却費相当額の算定方
法

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額

未経過リース料期末残高相
当額

支払リース料、減価償却費
相当額及び支払利息相当額
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関連当事者との取引 

当期（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日）及び前期（自 平成12年４月１日 至 平成13

年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

税 効 果 会 計 
 

当  期  末 
(平成14年３月31日現在) 

前  期  末 
(平成13年３月31日現在) 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産  

 その他有価証券評価差額金 782百万円 

 賞与引当金損金算入限度超過額 505 

 繰越欠損金 424  

 役員退職慰労引当金 138  

 投資有価証券評価損 114  

 未払事業税 43  

 ゴルフ会員権評価損 23  

 ゴルフ会員権貸倒引当金 23  

 その他 118  

繰延税金資産合計 2,174  

繰延税金負債  

 固定資産圧縮積立金 △268  

 その他 △25  

繰延税金負債合計 △294  

繰延税金資産の純額 1,880  
  

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産  

 賞与引当金損金算入限度超過額 367百万円 

 未払事業税 85  

 投資有価証券評価損 74  

 ゴルフ会員権評価損 21  

 ゴルフ会員権貸倒引当金 23  

 その他有価証券評価差額金 403  

 役員退職慰労引当金 169  

 長期前払費用 82  

 その他 91  

繰延税金資産合計 1,319  

繰延税金負債  

 固定資産圧縮積立金 △276  

 その他 △11  

繰延税金負債合計 △287  

繰延税金資産の純額 1,031  
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.9％ 

 (調整)  

 住民税均等割等 17.4  
 永久に損金に算入されない交際費等の
項目 29.4  

 技術等海外取引に係る所得の特別控除 △9.4  

 永久に益金に算入されない受取配当 △6.8  

 過年度法人税戻入等 △9.9  

 受取配当の連結消去に伴う影響額 4.1  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 65.7  

  

 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.9％ 

 (調整)  

 住民税均等割等 4.0  
 永久に損金に算入されない交際費等の
項目 4.0  

 技術等海外取引に係る所得の特別控除 △3.4  

 永久に益金に算入されない受取配当 △4.5  

 受取配当の連結消去に伴う影響額 2.8  

 その他 △0.3  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5  
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当期（平成1 4年3月3 1日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

種　　　　　　類 取　得　原　価 連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

差　　　　　額

（１）株　　　式 62 148 85
（２）債　　　券 1,430 1,548 118
（３）そ　の　他 164 171 7
小　　　計 1,658 1,869 211

（１）株　　　式 4,393 2,962 △ 1 ,430
（２）債　　　券 2,008 1,811 △ 197
（３）そ　の　他 2,380 1,891 △ 489
小　　　計 8,783 6,665 △ 2 ,118

10,441 8,534 △ 1 ,907
（注）その他有価証券は減損処理を行なっており、減損処理額は235百万円であります。

２.当期中に売却したその他有価証券
（単位：百万円）

売却益の合計 売却損の合計
19 111

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 3 1 0百万円
ＭＭＦ等の短期公社債投資信託 2,8 4 5百万円

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額
（単位：百万円）

1年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
 （１）債 　　　券 343 473 600 －
 （２）そ　の　他 108 502 773 －

452 975 1,373 －

前期（平成1 3年3月3 1日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

種　　　　　　類 取　得　原　価
連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 差　　　　　額

（１）株　　　式 1,065 1,262 196
（２）債　　　券 1,232 1,351 119
（３）そ　の　他 394 399 5
小　　　計 2,692 3,013 321

（１）株　　　式 2,990 2,446 △ 543
（２）債　　　券 2,698 2,431 △ 266
（３）そ　の　他 2,205 1,722 △ 482
小　　　計 7,893 6,601 △ 1 ,292

10,586 9,614 △ 971
（注）その他有価証券は減損処理を行なっており、減損処理額は301百万円であります。

２.当期中に売却したその他有価証券
（単位：百万円）

売却益の合計 売却損の合計
271 57

（注）MMF等、預金と同等の性格を有する、その他有価証券の売却額　29,648百万円

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 3 6 1百万円
ＭＭＦ 6, 1 6 5百万円
中期国債ファンド 1,3 4 3百万円

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額
（単位：百万円）

1年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
 （１）債 　　　券 768 1,423 1,579 11
 （２）そ　の　他 47 728 749 －

816 2,152 2,329 11

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

合　　　計

有　価　証　券

合　　　計

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

売　却　額
3,897

種　　　類

合　　　計

売　却　額
32,782

種　　　類

合　　　計
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１．取引の状況に関する事項

 （１）取引の内容及び利用目的等　

　　当社グループ内子会社への貸付金に係る受取固定
　金利に対し、市場金利の変動リスクを回避する目的
　で、金利スワップ取引を利用しております。

 （２）取引に対する取組方針
　　デリバティブ取引については、現在、受取固定金利
　を変動金利に変換するという目的で金利スワップ取引
　を利用しているのみであり、投機目的の取引は行わな

　い方針であります。

 （３）取引に係るリスクの内容
　　金利関連における金利スワップ取引においては、市
　場金利の変動によるリスクを有しております。金利スワ

　ップ取引の当社の契約先については、信用度の高い
　国内の銀行であるため、相手先の契約不履行による
　いわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しておりま
　す。

 （４）取引に係るリスク管理体制
　　デリバティブ取引は、その権限を定めた社内規定に
　基づき、経理部が決裁担当者の承認を得て行ってお
　ります。

　　　　

２．取引の時価等に関する事項

金利関連 (単位:百万円）

うち１年超 うち１年超
金利スワップ取引
　支払固定・受取変動 700 700 △ 27 △ 27 700 700 △ 21 △ 21

700 700 △ 27 △ 27 700 700 △ 21 △ 21

（注）１．金利スワップ取引の契約額等は、当該取引における計算上の想定元本であり、当該契約等が金利スワップ
　　　　　取引に係る市場リスクもしくは信用リスクを示すものではありません。
　　　２．金利スワップ取引の時価は、契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。

評価損益

同　　　　　　　　　左

当　　　　　　　　　　期
（自 平成13年4月1日　至 平成14年3月31日）

前　　　　　　　　　　期
（自 平成12年4月1日　至 平成13年3月31日）

区　　分 契約額等 契約額等
時　　価

デ リ バ テ ィ ブ 取 引

合　　　計

市場取引
以外の取引

当　　期　　末
（平成14年3月31日）

時　　価 評価損益

前　　期　　末
（平成13年3月31日）

取引の種類
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退 職 給 付 関 係 
 

当      期 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

前      期 
(自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

 (１)適格退職年金、退職一時金 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設け

ております。また、従業員の退職等に際して割増

退職金を支払う場合があります。 

 (２)厚生年金基金の代行 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、総合設立の厚生年金基金制度を採用しており

ます。 

 

２．退職給付債務等の内訳(平成14年３月31日現在) 

 (１)適格退職年金、退職一時金 

  I退職給付債務に関する事項 

ィ．退職給付債務 △10,770百万円 

ロ．年金資産 8,161 

ハ．未積立退職給付債務 
  (イ＋ロ) 

△2,608 

ニ．会計基準変更時差異の 
  未処理額 

△1,722 

ホ．未認識数理計算上の差異 3,165 

ヘ．未認識過去勤務債務 - 

ト．連結貸借対照表計上額 
  純額(ハ＋ニ＋ホ＋へ) 

△1,165 

チ．前払年金費用 82 

リ．退職給付引当金(ト－チ) △1,248 

(注)一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。 

  Ⅱ退職給付費用に関する事項 

   (自平成13年４月１日 至平成14年３月31日) 

ィ．勤務費用 769百万円 

ロ．利息費用 319 

ハ．期待運用収益 △337 

ニ．会計基準変更時差異の 
  費用処理額 △559 

ホ．数理計算上の差異の 
  費用処理額 80 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 - 

ト．退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ) 

272 

(注) １．上記退職給付費用以外に、割増退職金

188百万円を支払っており、販売費及

び一般管理費として計上しておりま

す。 

２．簡便法を採用している連結子会社の退

職給付費用は、「イ．勤務費用」に計

上しております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

 (１)適格退職年金、退職一時金 

       同左 

 

 

 

 (２)厚生年金基金の代行 

       同左 

 

 

 

２．退職給付債務等の内訳(平成13年３月31日現在) 

 (１)適格退職年金、退職一時金 

  I退職給付債務に関する事項 

ィ．退職給付債務 △9,492百万円 

ロ．年金資産 8,685 

ハ．未積立退職給付債務 
  (イ＋ロ) 

△806 

ニ．会計基準変更時差異の 
  未処理額 

△2,213 

ホ．未認識数理計算上の差異 1,203 

ヘ．未認識過去勤務債務 - 

ト．連結貸借対照表計上額 
  純額(ハ＋ニ＋ホ＋へ) 

△1,817 

チ．前払年金費用 54 

リ．退職給付引当金(ト－チ) △1,871 

(注)一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用しております。 

  Ⅱ退職給付費用に関する事項 

   (自平成12年４月１日 至平成13年３月31日) 

ィ．勤務費用 782百万円 

ロ．利息費用 318 

ハ．期待運用収益 △376 

ニ．会計基準変更時差異の 
  費用処理額 △559 

ホ．数理計算上の差異の 
  費用処理額 - 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 - 

ト．退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ) 

164 

(注) １．上記退職給付費用以外に、割増退職金

84百万円を支払っており、販売費及び

一般管理費として計上しております。 

 

２．簡便法を採用している連結子会社の退

職給付費用は、「イ．勤務費用」に計

上しております。 
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当      期 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

前      期 
(自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日) 

  Ⅲ退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
ィ．退職給付見込額の 
  期間配分方法 

ポイント基準又は期
末自己都合要支給額 

ロ．割引率 2.5％ 

ハ．期待運用収益率 4.0％ 
ニ．過去勤務債務の 
  額の処理年数 

15年 

ホ．数理計算上の差異 
  の処理年数 
 
 
 

15年(発生時の従業員
の平均残存勤務期間
以内の一定の年数に
よる定額法により、翌
期から費用処理する
こととしておりま
す。) 

ヘ．会計基準変更時 
  差異の処理年数 

主として５年であり
ます。  

  Ⅲ退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
ィ．退職給付見込額の 
  期間配分方法 

ポイント基準又は期
末自己都合要支給額 

ロ．割引率 3.5％ 

ハ．期待運用収益率 4.0％ 
ニ．過去勤務債務の 
  額の処理年数 

15年 

ホ．数理計算上の差異 
  の処理年数 
 
 
 

15年(発生時の従業員
の平均残存勤務期間
以内の一定の年数に
よる定額法により、翌
期から費用処理する
こととしておりま
す。) 

ヘ．会計基準変更時 
  差異の処理年数 

主として５年であり
ます。 

 
 (２)厚生年金基金の代行に関する事項 

  Ⅰ退職給付債務に関する事項 

年金資産           6,648百万円 

  Ⅱ退職給付費用に関する事項 

退職給付費用          310百万円 

  Ⅲ退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．年金資産    掛金拠出割合により計算し

ております。 

ロ．退職給付費用  厚生年金基金への要拠出額

を用いております。 

 (２)厚生年金基金の代行に関する事項 

  Ⅰ退職給付債務に関する事項 

年金資産           6,447百万円 

  Ⅱ退職給付費用に関する事項 

退職給付費用          306百万円 

  Ⅲ退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．年金資産    掛金拠出割合により計算し

ております。 

ロ．退職給付費用  厚生年金基金への要拠出額

を用いております。 
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（単位：百万円）  

金 額 構 成 比金 額 構 成 比

％ ％

国内建設 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ 事業 27,675 44.1 30,432 47.2

国際建設 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ 事業 17,657 28.2 17,299 26.8

電 力 機 器 ・ 装 置 事 業 13,536 21.5 11,702 18.1

電 力 等 工 事 事 業 3,309 5.3 4,489 7.0

そ の 他 の 事 業 543 0.9 583 0.9

合 計 62,722 100.0 64,507 100.0

（ う ち 海 外 事 業 ） (17,512) (27.9) (17,267) (26.8)

国内建設 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ 事業 8,814 20.3 9,903 23.0

国際建設 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ 事業 28,786 66.2 27,358 63.7

電 力 機 器 ・ 装 置 事 業 3,943 9.1 1,817 4.2

電 力 等 工 事 事 業 1,924 4.4 3,886 9.0

そ の 他 の 事 業 3 0.0 13 0.0

合 計 43,471 100.0 42,979 100.0

（ う ち 海 外 事 業 ） (28,786) (66.2) (27,356) (63.6)

受
注
高

受
注
残
高

（平成１３年 ３月期）

 ５．受 注 状 況 

当　　　　期 前　　　　期

（平成１４年 ３月期）

期 別
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